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各プレイヤーの役割を
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 2019年度マリン部門新入社員研修 

貿易実務基礎知識  
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１・貿易取引の流れ
貿易取引／各プレイヤー
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・貿易取引をする上での「当事者」

・メーカー、商社 等

・言語や商習慣が異なる国際間で、商品等の売買を行う人
➢ 国が異なるため、売主（輸出者）と買主（輸入者）が互いをよく知らないことが多い。

⇒取引相手の信用に不安がある（信用リスク）

➢ 国際間の輸送であり、一般的に商品の輸送距離が長く時間がかかる。
⇒輸送途上の貨物の変質・損傷や、事故に対する不安がある。
⇒すぐに代金回収できず、資金負担が大きい。

➢ 通貨が異なるため、代金決済が複雑。

⇒通貨の交換が必要となり、為替変動リスクがある。

・ 「当事者」として
・法令や税制に従い、政府省庁に輸出許認可、税関へ輸出許可・申告
・売買条件に従い、船の手配・保険の手配を行い、
・その他、国内輸送の手配、決済に関する銀行との折衝 等々

１・貿易取引の流れと各プレイヤー

１・輸出業者・輸入業者
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２・船会社・航空会社（国際輸送におけるActual Carrier）

・貿易取引をする上での「国際・実運送人」

・船会社、航空会社、ＮＶＯＣＣ (国際複合運送人） 等

・国際間で、実際の貨物の運送を行う人

・運送契約に基づいて「輸出業者・輸入業者 (荷主）」に対して
・船会社 ＝ 船荷証券（B i l l o f L a d i n g＝通称Ｂ／Ｌ）
・航空会社  ＝   航空送り状（A i r Wa y  B i l l  ＝通称ＡＷＢ )  を発行

     ～  荷物の引き渡し時や、銀行のＬ／Ｃ決裁などに必要な書類

・運送契約（Ｂ／ＬやＡＷＢ）には
・国際運送人としての責任制限が定められている （船 ： ﾍｰ ｸ ﾞ ｳ ﾞ ｨ ｽ ﾋ ﾞ ｰ ﾙ ｰﾙ ）

⇒ 船の場合 航海過失は免責
⇒ P ac k a g e L im i t a t i o n (責任限度額）

 船の場合  6 6 6 . 6 7SD R /1梱包当たり o r 2SD R /p e r KＧ
   航空機の場合 2 2ＳＤＲ / p e r K G

１・貿易取引の流れと各プレイヤー
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３・政府関係省庁・税関
・貿易取引をする上での「監督官庁」

・政府省庁（経済産業省・国土交通省、農林水産省）は輸出入許認可
(例）象牙の輸入 ～ワシントン条約に抵触しているかいないか

・税関は ①輸出入申告・通関業務と②各種税金の徴収

①税関への輸出入申告業務
・輸出 /輸入業者は、貨物を正しく、正しい金額で申告する
・税関での通関業務 （ＮＡＣＣＳというシステムが有）

・許認可 (審査 )後に、正しい書類で、正しく貨物を引き渡す／引き取る

②関税・消費税の徴収
・関税  ～  ブランド品等特定貨物の輸入に関税を賦課

・消費税 ～ 輸入貨物「Ｃ Ｉ Ｆ×１００％」相当額に対して
消費税 ８％ ｏ ｒ １０％ (一部例外品目有 ）

１・貿易取引の流れと各プレイヤー
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４・銀行 等

・貿易取引をする上での「金融機能（為替・送金・融資 等）」

・外国為替業務を有する 「銀行」 等 （都市銀行、地方銀行など）

・国際間で、外航為替業務を行う。 ）

・輸出・輸入業者からの依頼を受け
・Ｌ／Ｃ取引（信用状） ～ 荷為替手形の決済 （信用取引）
・Ｄ／Ａ，Ｄ／Ｐ取引 ～ 送金業務

   ～ 代金受取りなど、金銭面で大きな役割を果たしている。

・荷為替手形の決済
Ｌ／Ｃ取引において、荷為替手形（ I n v o i c e、B/ LもしくはA WB、
保険証券 ( I n s u r a n c e P o l i c y ) ）が正しく手配され、文言等に誤り
がなければ、その書類をもって銀行は「決済 (買取）業務」を行う。

＞信用状統一規則 ( U C P６００）による ‘厳密一致の原則’

１・貿易取引の流れと各プレイヤー
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５・フォワーダー(Forwarder）
・貿易取引をする上で、円滑な全体業務の推進役(Forwarder)

・貿易 (国際物流面）業務推進のための究極のサービス業

・日本通運・山九・近鉄エクスプレス など大手から中小まで数多く存在。

・輸出・輸入業者からの依頼を受け
・運送取次業務 ～荷主と各運送事業者との運送契約の仲介

・通関業務 (輸出入の申告・関税の確定・納付等の通関代行業務）

・付随する
国内輸送、梱包業務、倉庫保管、コンテナへのバンニング、
重量測定、検査検品、保険手配の代行業務 等々多岐にわたる業務

⇒・利用運送事業（ＮＶＯＣＣ）にも発展
荷主と運送契約を交わして複数の輸送関連業者を手段として
貨物の集荷から配達までを一貫して行う (複合一貫輸送）

１・貿易取引の流れと各プレイヤー
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７・保険会社
・貿易取引をする上での「保険機能」「申告/通関上必要な書類」

・損害保険業務認可を有する 「保険会社」
①万一の事故時の保険機能

～ 貿易に関する貨物海上保険分野が強い会社
＝ 輸出時に海外でのC l a i m A g e n t N e t w o r kの強み

②輸出・輸入業者からの依頼を受け
・保険証券 ( I n s u r a n c e P o l i c y )の発行 ～ 輸出・荷為替手形の１つ
・通関用保険料明細書（D eb i t No t e ） ～ 輸入・申告書類の１つ

   
～ 万一の事故の時に補償機能のみならず、金融決済や通関上

必要な書類の１つとされている。 (近年ペーパーレス =電子書類化の流れ）

１・貿易取引の流れと各プレイヤー



グローバルロジスティクス
における各種規制や留意点
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グローバルロジスティクスにおける規制・留意点＝ 気づきのポイント

１・ＥＰＡ／ＦＴＡの存在

２・個別の輸出・輸入規制 ・・・（例）食品輸出規制

３・国際運送人の責任範囲

４・コンテナ貨物の船会社への申告

５・事故発生時の留意点
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１・ＥＰＡ／ＦＴＡの存在

・ ＥＰＡ と ＦＴＡ

・ＥＰＡ（E c o n o m i c P a r t n e r A g r e e m en t ：経済連携協定）
・ＦＴＡ（F r e e T r a d e A g r e e m en t ：自由貿易協定）

ＥＰＡ、ＦＴＡとは、特定の国や地域同士で、貿易や投資を促進する
ための国家間の条約となる。

貿易促進のために、
・輸出入にかかる関税の撤廃や削減
・サービス業を行う際に、規制の緩和や撤廃 など
幅広い分野で取り決めを行うことで、経済関係の強化を目指している。
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１・ＥＰＡ／ＦＴＡの存在

・ ＲＣＥＰ協定（地域的な包括経済連携）

・ＲＣＥＰ（R eg i o n a l C o m p r e h e n s i v e E c o n o m i c P a r t n e r s h i p ）

・２０２２年１月１日発効 （※ただし、ミャンマー、フィリピンは現時点未発効）

ＡＳＥＡＮ１０ケ国、日本、中国、韓国、豪州、ニュージーランド
の１５ケ国が参加するＲＣＥＰ協定
・ ・ ・ 世界のＧＤＰや貿易総額、人口の約３０％を占める

・ＲＣＥＰでは
市場アクセスの改善、知的財産や電子商取引でのルール整備を通じ、
地域における貿易・投資の促進と、サプライチェーンの効率化
自由で公正な経済秩序の構築を行う。

またＲＣＥＰ間の貿易取引では、特恵関税の適用の恩恵がある。

⇒ 日本への影響
日本が初めて中国、韓国などと経済連携協定を締結
＝ 日本の貿易額の約５０％を占める地域がカバーされる。
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１・ＥＰＡ／ＦＴＡの存在

・ ＴＰＰ１１

・ＴＰＰ（T r a n s -P ac i f i c P a r t n e r s h i p ：環太平洋パートナーシップ）

・２０１８年１２月３０日発効 （※ただし、ブルネイは現時点未発効）

日本、カナダ、メキシコ、シンガポール、ベトナム、マレーシア、
オーストラリア、ニュージーランド、ペルー、チリ、（ブルネイ）
の１１ケ国が参加する環太平洋パートナーシップ

・ＴＰＰ１１では
・日本を除く１０ケ国で９９％の関税撤廃が約束されている。
また、特恵関税の適用もある。

・投資を促進する規定や、電子商取引におけるルール形成にて
物品貿易の促進を図る。

※ＴＰＰ１１は、もともとは２０１６年２月にＵＳＡ（米国）を含む１２ケ国
で署名されたＴＰＰをもとにしています。
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１・ＥＰＡ／ＦＴＡの存在

・ＥＰＡの活用に向けたフロー

出典 ｢EPAで新たなﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽを切り開く」
JETRO/経済産業省ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸより抜粋
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２・個別の輸出・輸入規制に留意

・ ＣＯＣＯＭ

・ＣＯＣＯＭ（Coordinating Committee for Multilateral Export Controls）
：多国間輸出統制調整委員会

・フランス・パリに本拠を置き、軍事技術・戦略物資の輸出規制（禁輸）
主に旧・共産圏向けで適用。

・とくに一般機械や精密機器等でも、兵器転用可能として規制を受ける
ケースがあり。自社の製品について要確認。
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２・個別の輸出・輸入規制に留意

・ 食品輸出に関する規制
とくに日本から農林水産物・食品を輸出するにあたり、各国・地域にて輸入に関する
諸規制が、品目、国・地域、項目ごとに有。

・残留農薬、食品添加物、各種汚染物質や菌類に関する規制

⇒ とくに東日本震災を契機とした福島をはじめとした東北地方の
農林水産物に関する規制には留意が必要。

（ 出典 ジェ ト ロＨ Ｐ h t t p s : / / w w w . j e t r o . g o . j p / i n d u s t r y / f o o d s / e x p o r t g u i d e

および農林水産省ＨＰ ）
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２・個別の輸出・輸入規制に留意

・食品輸出に関する規制の現状＝2023年7月26日改定（ＥＵ等 欧州撤廃）

（出典 農水省ＨＰより ）
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２・個別の輸出・輸入規制に留意

（出典 外務省ＨＰより）

・食品輸出に関する規制の現状（２０２３年８月３日現在）



運送人の賠償責任 荷主の負担 貨物保険
（ICC(A)、IWC、ISC条件）

戦争
ストライキ

天災
不可抗力

船舶火災

航海過失

運送品の
積込・運送・
保管等の
取扱いに
関する過失

666.67SDR/

包、単位また
は総重量 ｘ 2 
SDR/kgのい
ずれか高い方
に責任制限

※SDRとはIMF(国際通貨基金)の特別引出権
（Special Drawing Right）のこと。
2023年現在 1SDR=約135円～140円
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３・国際運送人の責任範囲に留意

・国際運送人の責任範囲（船会社の例）
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国際運送人の責任範囲は限定的

～ 船会社と航空会社では責任限度額が異なる点について注意。

● 国際海上運送人（船会社）

６６６．６７ ＳＤＲ／梱包単位 もしくは ２ ＳＤＲ／per Kg のいずれか高い方

● 国際航空運送人（航空会社）

２２ ＳＤＲ／ per Kg

※ただし、あくまでも前頁に記載の通り、国際運送人として責任を負うリスクについてのみ適用
となる点は注意が必要。

３・国際運送人の責任範囲に留意
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４・コンテナ貨物の船会社への申告に留意

・ 2016年7月1日 ＳＯＬＡＳ条約改正の影響

・ＳＯＬＡＳ条約とは
・荷送り人（荷主およびフォワーダー）は、海上運送人（船会社等）に対して、コンテナ
引き渡し時に、正しい重量情報を申告することとされている。
＝ コンテナ総重量の確定制度

・荷送り人（荷主およびフォワーダー）は
コンテナ重量上の計測・確定を行うために、国土交通省への届出・登録したうえで
正しい重量を測定したうえで、海上運送人に申告する

⇒ 注意事項
・荷送人(荷主およびフォワーダー）が海上運送人(船会社等）に伝えた重量情報
が万一誤っていた場合、船会社から船積みを拒否される事態も

→ その結果生じた遅延による荷主の逸失利益に対する賠償責任、測定し直しの
ため、コンテナを一度卸す作業、測定後の積み直しの追加費用(保管も含む）、
再計測自体の追加費用などの損害が懸念される。
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４・コンテナ貨物の船会社への申告に留意

・ 荷送り人による危険品申告義務の強化

・危険品申告義務
・荷送り人（荷主（商社）およびフォワーダー）は、海上運送人（船会社等）に対して、
コンテナ引き渡し時に、危険品コードを正しく申告することとされている。

・『ＮＹＫ ＡＲＧＡＳ』火災事故の判例を契機
２００４年 コンテナ船の『ＮＹＫ ARGAS』が火災事故。原因はあるコンテナ貨物が
船会社に対して正しい危険品コードで申告されず、危険品リスクのＨＩＧＨ（高い）
貨物が発火しやすい環境に置かれることで、それを契機に本船の大きな火災事故
につながったとされている。

⇒ 注意事項
・荷送人(荷主（商社）およびフォワーダー）は海上運送人(船会社等）に正しい
危険品コード区分にしたがった申告が必要。

→ 上記判例の通り、万一危険品コードの申告を誤り、本船火災等の原因となった
場合には荷送り人として大きな額の賠償責任を負う恐れがある。



契約運送人･実運送人等に対する、損害賠償
請求権（求償権）の保全･行使に必要な手続き
を行うこと

Notice of Claim の提出

ただし タイムリミット(次頁)に注意！
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具体的に講じて頂くこと
は

事故発生時の初期対応として

５・事故発生時の初期対応での留意



JAPAN
U.S.A

通知は貨物受取から 14日以内

U.S.A

通知は貨物受取から ３日以内

厳守です！

海上輸送

JAPAN

航空輸送 Notice of Claim の提出

26

事故に遭われた際の初期対応

26

５・事故発生時の初期対応での留意



ケーススタディ
コールドチェーン物流
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ケーススタディ・コールドチェーン物流 ＝ 気づきのポイント

１・日本の成長戦略としての日本食輸出促進策

２・食輸出固有の課題
・・・ ハラール対応
・・・ 日ＡＳＥＡＮコールドチェーン物流ガイドライン

３・輸送全般の留意点

４・航空輸送

５・海上輸送

６・課題と考察（まとめ）
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（１） 日本の成長戦略
・「クールジャパン」戦略
・関係省庁が一体となった支援 ～ 経済産業省・農林水産省・厚生労働省・国税庁 等
・２０２２年１０月 岸田首相コメント
今回の経済対策ではまずは物価高騰により厳しい状況にある方々への支援を万全に
期すとともに、インバウンドの回復や農林水産物の輸出促進などを通じて、円安のメリ
ットを広く地方へお届けします

・クールジャパン戦略の３本柱
①アニメ ②日本食 ③「おもてなし」 (→ オリンピック・万博の招致）

ケーススタディ・コールドチェーン物流 １・日本の成長戦略として
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出典： 農林水産省ＨＰより

ケーススタディ・コールドチェーン物流 １・日本産食品輸出促進取組
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ケーススタディ・コールドチェーン物流 １・日本産食品輸出促進取組

出典： 農林水産省ＨＰより



32出典： 農林水産省ＨＰより

ケーススタディ・コールドチェーン物流 １・日本産食品輸出促進取組
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（２） 官民一体の食輸出支援策 農林水産省ＨＰより ＧＦＰプロジェクト

出典： 農林水産省ＨＰより

ケーススタディ・コールドチェーン物流 １・日本産食品輸出促進取組
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（２） 官民一体の食輸出支援策 農林水産省ＨＰより ＧＦＰプロジェクト

（例）ＧＦＰプロジェクトへの民間企業の協力例

出典 三井住友海上火災保険
「生鮮青果物輸出ハンドブック」より

ケーススタディ・コールドチェーン物流 １・日本産食品輸出促進取組
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（２） 官民一体の食輸出支援策 農林水産省ＨＰより ＧＦＰプロジェクト
（例）ＧＦＰプロジェクトへの民間企業の協力例

出典 三井住友海上火災保険
「生鮮青果物輸出ハンドブック」より

ケーススタディ・コールドチェーン物流 １・日本産食品輸出促進取組
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（１） イスラム文化圏 ： 食文化＝ ハラール対応

・ハラールとは
・イスラム教の教義に則り、神に許された「もの」や「こと」であること。
イスラム教徒が日常の生活の中で守るべきルール。その文化の尊重が重要。

・主に食関連での決まり事。ハラム＝禁止事項
ハラム ・・・ 豚肉、豚由来の成分、アルコール飲料 等は摂取が禁じられる。

また豚肉以外の肉類等についても、イスラム法に則った解体等の
処理がなされていないものは禁じられおり、また動物由来の成分
についても同様の処理がなされていることが必須。

出典 ハラル（ハラール）基礎知識｜一般社団法人ハラル・ジャパン協会 (jhba.jp)より

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ２・食輸出固有の課題

https://jhba.jp/halal/
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・全世界の人口の１／４はイスラム文化圏の方々
・イスラム教徒は全世界の１／４以上を占めており、相手国の文化を尊重した対応
が必須。とくにイスラム教を国家の宗教としている国はもとより、イスラム教徒が
多く生活する国での対応も必要。現地進出・国際貿易上の留意事項。

・ハラルフードを提供するレストランや加工食品には‘ハラルマーク’表示
・一定の認定機関の承認を得たうえで、ハラルフードを提供していることの証として
ハラルマーク表示が必要。

・ハラル認証について
・ハラル（ハラール）認証とは、宗教と食品衛生の専門家（ハラル認証機関）がハラル
かどうかの検査をしてハラル性を保証する制度。ハラル認証機関でその製品が
ハラルであると認められれば、そのハラル認証機関のマークが製品に与えられる。
ハラル認証マークのある製品は、豚やアルコールなどの禁止されている成分が
一切含まれていないことを保証するだけではなく、その製品が製造環境・品質・
プロセスを含む全てがイスラム法に則り基準をクリアしているという意味がある。
ハラルマークがあれば、ムスリムが自分で成分を調べなくても「安心・安全な製品」
と認識し購入する際の判断材料になる。
出典 ハラル（ハラール）基礎知識｜一般社団法人ハラル・ジャパン協会 (jhba.jp)より

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ２・食輸出固有の課題

（１） イスラム文化圏 ： 食文化＝ ハラール対応

https://jhba.jp/halal/
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・ハラル認証は世界的な統一基準が無い点が課題。
・現在、ハラル認証機関は世界に300以上あると言われており、世界的な統一基準
が無く、その判断基準や指導内容は認証機関や団体によって異なると言われている。
例えばハラル認証制度は原材料だけではなく製造環境にも対応が求められるが、
工場全体をハラルの対象として判断する認証機関もあれば、実質的にコンタミネー
ション（交差汚染）がなければ、ハラルでない商品を同じ工場内で製造していても
製造ラインごとに認証を出す認証機関もある。一部の国を除き任意の制度であり、
全世界に共通する有効な認証は無いため、認証を取得する際は注意が必要。

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ２・食輸出固有の課題

（１） イスラム文化圏 ： 食文化＝ ハラール対応
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・ （例） マレーシアでのハラール基準について
マレーシアは多民族国家であるが、イスラム教を国の宗教としており
人口の約６５％がマレー系であり主にイスラム教を信仰している。

※出典：農林水産省ＨＰ
ＭＳ１５００と言われるマレーシアでのハラール規格が規定されている。

・ 対象商品について、
製造のみならず
輸送と保管 から
販売に至るまで、
流通過程全般管理が
必要になる
と言われている。

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ２・食輸出固有の課題

（１） イスラム文化圏 ： 食文化＝ ハラール対応



40
出典 ハラル認証と物流業者への影響 | ＮＸ総研 ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽﾚﾎﾟｰﾄNo.22より

（１） イスラム文化圏 ： 食文化＝ ハラール対応
（例） マレーシアでのハラール基準について

・（上図）
東南アジアのハラール
ロゴマーク

・（下図）
MS1500で規定される
食品（含菓子等嗜好品）
のみならず、
化粧品・医薬品業界
皮革製品にも影響。
および輸送・保管を行う
物流業者（含む倉庫、
フォワーダー）にも影響。

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ２・食輸出固有の課題

https://nittsu-soken.co.jp/report/lreport22
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ケーススタディ・コールドチェーン物流 ２・食輸出固有の課題

（２） 日ＡＳＥＡＮコールドチェ－ン物流ガイドライン

出典： 国土交通省ＨＰより

・2017年ＡＳＥＡＮ交通大臣会合（シンガポール）にて
・温度管理が必要な食品類の輸送・保管などの物流の過程で、品質を確保する
信頼性の高いコールドチェーン物流機能の必要性と、コールドチェーン物流を
通じた食品の安全性の重要性に対する認識を高めるために、
『日ＡＳＥＡＮコールドチェーン物流プロジェクト』が承認された。

・主に「日ＡＳＥＡＮコールドチェーン物流ガイドラインの策定」、「人材育成」、
「パイロット事業」「物流機器の普及促進」の4つの柱が確立。

・とくに日ＡＳＥＡＮコールドチェ－ン物流ガイドラインでは、主に日本の物流事業者
がA S E A N Aにおいてコールドチェーン物流を行う際に、
冷蔵 /冷凍倉庫、保冷トラック貨物室などのハード面の耐用性の担保
を確保するために
・A S E A Nの物流業者が低温輸送と冷凍 /冷蔵保管に関する作業を
行う際の考慮すべき事項

・A S E A N各国政府がコールドチェーン物流の質の向上に向けた政策
立案をする際に、考慮すべき事項

を盛り込むこととしている。
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ケーススタディ・コールドチェーン物流 ２・食輸出固有の課題

（２） 日ＡＳＥＡＮコールドチェ－ン物流ガイドライン

出典： 国土交通省ＨＰより
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ケーススタディ・コールドチェーン物流 ２・食輸出固有の課題

（２） 日ＡＳＥＡＮコールドチェ－ン物流ガイドライン

出典： ガイドラインの具体的事例
（良い例・悪い例を映像で）

国土交通省ＨＰより
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国際海上輸送

国際航空輸送 最短で当日/翌日到着

3日～5日

食品が店頭に
並ぶまでのリード

タイムも計算に入れる

日本→香港への輸出のリードタイム

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ３・輸送全般の留意点

（１） 輸送全般の留意点
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生鮮食品の特性： 収穫後も生きているが、収穫した瞬間から劣化が

始まり、鮮度は徐々に低下する。 cf. 水産・畜産物

エチレンによる劣化＊

（熟成・老化）

品質劣化のメカニズム

温度・湿度＊

シェルフライフ
（「貯蔵限界」）

＊リンゴ、桃、梨はエチレンを多く発生＊低温が良いが、例外あり（バナナ、マンゴー）

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ３・輸送全般の留意点

（１） 輸送全般の留意点
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【ご参考】青果物のシェルフライフと温度・湿度条件

出典：「農林水産物・食品輸出の手引き」（平成30年3月農林水産省）

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ３・輸送全般の留意点

（１） 輸送全般の留意点
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１．航空コンテナが使われる。（ULD： Unit Load Device)

２．リーファーコンテナの様に保冷機能を有するコンテナはあまり使われず、
断熱性の容器やドライアイスなどの保冷剤を使った輸送が主。

特徴

３．機種や貨物室の位置によっても異なるが、貨物機（フレイター）の貨物
室は大体18℃～24℃の範囲で温度管理される。

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ４・航空輸送

（１） 航空輸送の特徴
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ケーススタディ・コールドチェーン物流 ４・航空輸送

（１） 航空輸送の特徴
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・ドライアイス梱包の場合、悪天候によるフライトの遅延や、通関の遅延により
ドライアイスが不足し、保冷状態を保てないことがある。

・ドライアイスや保冷剤が直接食品と接触すると、接触した部分が凍結・結露
したり濡れたりして、カートン強度を低下させることがある。

・空港作業員のミスにより空港上屋の常温倉庫に入れられてしまうことがある。

・果物の場合、「完熟」の状態で出荷すると、輸入通関の遅れなど予期せぬ
  遅延が発生すると、直ちに品質劣化が始まってしまう。

・空港でのトランジット待ちで屋外に放置されることがある（外気温の影響）。

・配達先での入庫時に、外気温に晒されて長期間放置されることがある。

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ４・航空輸送

（２） 航空輸送の留意点
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(1)梱包・専用容器

(2)鮮度保持フィルム/保冷剤

出典：「農林水産物・食品輸出の手引き」（平成30年3月農林水産省）

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ４・航空輸送

（３） 航空輸送の輸送技術の向上
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・-25℃～＋25℃の範囲で0.1℃単位の温度設定が可能。

・冷気を循環させるため、Baffle PlateやTバーレール、過積載を防ぐための
Red Line表示（天井と入り口）がある。

１．リーファーコンテナ（冷凍/冷蔵コンテナ）

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ５・海上輸送

（１） 海上コンテナ輸送の特徴
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「Tバーレール」 Red Lineの表示

・船社が貸し出す。貸出前にPTIという動作確認と温度設定が行われる。

・データロガーが装備され、コンテナ内の温度がモニタリングされる。

・必ずしもコンテナ内がwater-free、humidity-freeなわけではない（冷凍
機を運転させることで一定乾燥はできるが、冷却効率が落ちることがある）。

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ５・海上輸送

（１） 海上コンテナ輸送の特徴
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・リーファーコンテナは「巨大なクーラーボックス」といえるが、コンテナの密閉性が
確保されていることが前提。
・コンテナが損傷したり、ドアのガスケットが痛んでいたり、トレインプラグ（コーナー
４箇所にある水抜きのための排水溝）の栓が無くなっていたり、緩んでいると、
そこから外気が侵入する。

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ５・海上輸送

（２） 海上コンテナ輸送の留意点
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(1)電源供給の問題

(3)過積載

(4)Pre-Cooling（予冷）の問題。

(2)コンテナの瑕疵・老朽化

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ５・海上輸送

（２） 海上コンテナ輸送の留意点
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エチレンガスを放出

腐敗が進行

キャベツ
エチレン感受性が高い

リンゴ
エチレン生成量が多い

(5)積み合わせのリスク

(6)前荷のリスク①

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ５・海上輸送

（２） 海上コンテナ輸送の留意点
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１．CAコンテナ(CA：Controlled Atmosphere)／CA機器設置コンテナ

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ５・海上輸送

・青果物に適するＣＡコンテナとは
コールドチェーン物流においては温度管理が一番大切とはなるが、もう１つの観点
では「空気のコントロール」も重要と言われている。
食品の中でも「青果物」は収穫後もずっと生き続けている。「呼吸」をしている。
青果物はこの呼吸の時に‘内部にある糖分’を使うことで、品質が劣化してしまい
腐敗（腐る）と言われており、同時に特異なガスも発生する場合がある。
それらに対応するため、コンテナ内の空気コントロールを行うＣＡコンテナでは
コンテナ内の温度を一定に保ちながら、コンテナ内部に窒素を送ることで酸素を
庫外へ排出させて、青果物自体を一種の仮眠状態にして品質劣化を抑える。

（３） 海上コンテナ輸送技術の向上
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２・コンテナ用遮熱シート/結露防止シート

出典：日本通運ＨＰより

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ５・海上輸送

（３） 海上コンテナ輸送技術の向上
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生鮮食品には、その性質上、鮮度の劣化が不可避的に発生

→ 物流会社と連携した対策を取ることが正品輸送にとって不可欠

‘温度管理’ と ‘貨物の特性’ に合わせた個別の対策が必要

具体的なポイントは・・・

ケーススタディ・コールドチェーン物流 ６・課題と考察

課題と考察
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